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1 はじめに

現代の司法制度において判例は重要な役割を果たし
ている．裁判では，専門家は過去の類似判例を参照し，
その判例に対して裁判官，検察官，弁護士がそれぞれの
立場における判断，解釈を付け加える．特に裁判官に対
しては，「判例を尊重しこれに従うべきである」とされ
ており，判例から与えられる影響は特に大きい．
　判例は判決文から読み取られるべきものであり，直ち
に該当する判例を見つけることは容易ではない．ユーザ
は，大量の判決文の中から該当文書を選び出し，その文
書から判例を読み取る必要がある．判決文の要約を生成
することにより，ユーザの負担を軽減することが可能と
なる．
　判決文の要約に関して諸外国では様々なプロジェクト
が進行している．現在行われているものとして，SUM[3,
5]や LetSum[7, 8]などが挙げられ，裁判所や法律の専
門家などの協力の下に進められている．しかし，日本で
は，判決文の要約に関する研究はほとんど行われていな
いのが現状である．
　そこで，本稿では，日本語判決文の自動要約手法を提
案する．判決文の要約は一般的に定義されておらず，ま
た，適切な要約とはそもそも，ユーザやその目的に応じ
て異なる．本研究では，専門家が判決文から判例を読み
取るときに利用する事実関係，論旨，判例の 3要素から
構成されるとして判決文の要約を生成する．
　本研究では，自動要約生成に判決文特有の知識を利用
する．SUMや LetSumなどの従来研究においても，有
効性が示されている．例えば，SUMでは，HOLJコー
パス [6]を作成し，形態素や文節などの言語情報に加え
て，裁判日時や引用情報といった判決文特有の情報を付
与している．一方，LetSumでは，CanLII[4]で公開さ
れているコーパスに引用情報を付与している．要約の生
成は，主題への分割，要約に関係ない部分のフィルタリ
ング，重要文のスコア付け，要約要求に応じた結果の生
成，の 4ステップで実行している．その過程で，判決文
における経験則を適用して要約結果の向上を図ってい
る．
　本稿では，日本語判決文特有の手がかり表現とその利
用法について述べる．判決文の「理由」は複数の段落か
ら構成され，各段落はそれぞれ 1つの内容について記
述される．まず，理由を各要素ごとに定められた手がか
り表現を用いて分類する．次に，各要素ごとに設定した
手がかり表現を用いて重要文を抽出する．

　最高裁判所の判決文を用いて実験を行い，日本語判決
文の自動要約生成における手がかり表現の利用可能性
を検証した．

2 判決文と判例

2.1 判例とその利用

「判例」という言葉は，元来法令上の用語ではない
ため，現代では様々な意味で使用されている．例えば，
先例となるような判断を含む個々の裁判そのものであっ
たり，裁判の理由で記された判断であったり，裁判所と
しての法律的な考え方であったりもする．文献 [1]では，
「判例は，裁判所が裁判の理由の中で示した法律上の判
断である」と定義されており，本研究では，上記の意味
で判例という言葉を使用する．
　「判例は実務を支配している」という表現が存在する
ように，判例が現在の裁判制度に与える影響は非常に
大きい．裁判官は，どの法律問題に関しても，その問題
を扱っている判例が存在するかどうかを調べ，もし存在
すれば，その判例に従うべきであるとされている．検察
官，弁護士に対しても，裁判官が過去の判例に従った判
断を行う以上，判例を無視して裁判を進めてもあまり意
味はない．
　判例は法律上の判断である一方で，過去のある判例に
従って別の裁判で判断を下すことから，判例は事実上の
法令として機能しているといえる．つまり，判例は法源
となり得るのである．判例が法源である以上，過去に行
われた全ての判例が参照される可能性がある．その中で
も，数多く参照された判例は強い判例として，専門家に
より多くの影響を与えている．

2.2 判決文と判例の違い

判決文は，裁判所が判決，決定を記した文書そのもの
である．図 1に判決文の例を示す．判決文は，判例だけ
でなく，裁判番号，判決日時，事件名，裁判官名，原審
名など，その裁判についての情報や，その裁判の結論で
ある主文，及び，その主文を支える理由といった内容か
ら構成される．判例は裁判の理由の中で示される法律
上の判断であり，判決文の理由の部分に記述される．図
2に理由の例を示す．実際には，専門家が判例を探すと
きには，判決文の理由の記述から判例の部位を読み取っ
ている．



図 1: 最高裁判所の判決文の例 (一部)

3 判決文の要約
3.1 判決文の構成
判決文は，どの裁判所で記述されたのか，誰が判決
文を記述したのか，また，第何審の裁判であるかによっ
て，その記述法が異なる．以下，最高裁判所判例集 [2]
の判決文を対象として論じる．
　最高裁判所の判決文は，その裁判に関する基本情報，
判示事項，要旨，参照・法条，内容の 5つから構成され
る．このうち，内容以外は最高裁判所判例集に掲載され
るときに，追加情報として付与される．5つの項目には
それぞれ，以下の内容が記述される．

裁判に関する基本情報 判決日，法廷名，裁判番号，裁
判の種類，裁判官名など

判示事項 その裁判で扱われた事例の簡単な説明

要旨 判例と推定される箇所の抽出

参照・法条 その裁判に関連する法令の名前と該当箇所

内容 件名，原審，主文，理由から構成

判示事項と要旨は，判例を検索するときの参考とした
り，その判決文の概要を簡潔に理解するときに利用され
ており，判決文の要約の一種とみなせる．ただし，判示
事項は具体的な判例について述べられておらず，要旨は
判例のみの記述であり判決文の内容を正しく理解でき
ないため，用途は限られる．
　内容を構成する件名，原審，主文，理由はそれぞれ以
下の内容が記述される．

件名 裁判の種類，裁判番号など

原審 その裁判の下級審の名前とその裁判番号

主文 その裁判の結論

理由 主文に記してある結論が導かれるまでの過程

図 2から分かるように，理由には一定の基準に従った文
書構造が形成されていることが分かる．理由は，段落単
位で分割することができ，また，各段落には文書構造を
表す番号が付与され，表 1に掲げられた項目のいずれ
かが記述される．

図 2: 判決文の「理由」の一部
表 1: 理由に記される項目

項目 主な内容

事実関係 原審で確定した事件の概要

論旨 その裁判における争点

原告/被告の主張 その裁判における原告/被告の主張

原審の判断 原審が下した判断とその支持理由

判例 論旨に対する裁判官の判断

補足意見 判例に付け加えられる意見

少数意見 一部の裁判官の意見

3.2 要約の構成要素
本研究では，判決文全体を読まなくても，その判決文
の概要を理解可能な程度の情報量を含む要約の生成を
目標とし，まず，判決文の要約を定義する．要約の構成
要素としては，判決文から判例を理解するときに一般的
に必要となる項目を含むものとする．判例を理解すると
きの基本理念は，文献 [1]によると「常にその事件の事
実関係に留意し，その事実関係との関連においてその法
律的判断の結論を読むこと」とされており，本研究の要
約についても，この理念に従って，表 1の各項目から要
約要素として適切な項目を選択する．
　判例は，その裁判の法律的な判断であり，要約の要と
なる部分である．また，論旨は，その裁判の争点で，論
旨に対する判断が判例であり，重要である．さらに，事
実関係は，事件についての詳細な情報や，その裁判で確
定した事実を含んでおり，判例を正しく理解するために
必要である．その他の項目については，要約の要素に含
まれていなくても，判例の理解に大きな影響を与えない
と判断し，要約要素に含まないこととした．
　以上の見解に基づき，本研究における判決文の要約を
以下のように定義する．

判決文の要約は，判決文中の理由に記される項目から，
以下の 3つの項目に対して，それぞれ重要文を抽
出したものである．

1. 事実関係



図 3: 判決文の要約例
2. 論旨
3. 判例

上述の定義に基づいて作成した図 2の判決文の要約例
を図 3に示す．

4 手がかり表現に基づく自動要約
4.1 要約生成の概要

判決文の理由には，1つの段落で表 1の複数の項目に
ついて述べられることはほとんどない．特に，事実関
係，論旨，判例の 3つが混在して記述されることはな
く，本手法では，判決文の理由の各段落ごとに，関連す
る項目に基づいて分類し，重要文を抽出する．
　すなわち，本手法の流れは以下の通りである．

(1) 文書の構造化
(2) 要約要素の分類
(3) 重要文抽出

4.2 文書の構造化
文書の構造化では，判決文の理由から文書構造情報
を獲得する．判決文の理由は，作成者が意図する文書構
造が暗に記されており，表記法を区別することで判決文
の階層構造を表現している．例えば，図 2の「１　本
件は，上告人が...」で始まる段落には，“１”という文
書構造を表す番号が付与されている．全角数字は判決
文の上位の階層構造を，丸括弧付きの半角数字はその
下位の階層構造を表現しており，この例では，深さが 1
で，階層内における番号が 1である文書構造を意味す
る．判決文中からこれらの番号を取り出すことにより，
判決文書全体の構造を明示化する．

4.3 要約要素の分類
要約要素の分類では，各段落に対して，それが前節で
定義した要約の構成要素のいずれに該当するのか，ある

表 2: 要素分類ルール
手がかり表現 要約要素

事実関係

概要 事実関係

確定

論旨

事案 論旨

訴訟である

手がかり表現 要約要素

したがって

しかしながら

原審の判断 判例

その理由は

本件についてみると

裁判官 その他

いは，全く該当しないのかについて判断する．理由は，
記述されている項目によって，特徴的な単語や表現が異
なる．これら各項目に特有の表現に着目して各段落を分
類する．
　分類先は，事実関係，論旨，判例，その他の 4つであ
る．各分類先に頻出する手がかり表現を用いて，表 2に
ある分類ルールを作成した．各段落ごとに，表 2の各手
がかり表現が含まれるか確かめ，もし含まれていれば，
その分類先に分類し，含まれていなければ，その段落の
親の分類先，または，直前の段落を参考に分類先を決定
する．例えば，図 2の「１　本件は，上告人が...」の段
落は“事案”という手がかり表現が含まれており，論旨
に分類される．
　なお，分類先の各要約要素の出現順位は，正規表現で，
(事実関係 |論旨) ∗判例+，と表現できると仮定する．

4.4 重要文抽出

重要文抽出では，各要約要素ごとに用意された手が
かり表現に基づいて重要文を選定する．3つの要約要素
それぞれに対して，要約例に特有な手がかり表現を用
いて表 3のルールを作成した．なお，表 3中のNOTと
ANDは，それぞれブール演算の NOTと ANDを意味
する．各要約要素ごとに，表 3のルールを用いて重要
文を抽出する．例えば，図 2の「１　本件は，上告人
が...」の文には，“本件は AND である。”という手がか
り表現があり，この文を論旨の重要文として抽出する．
重要文の抽出後，元の判決文の出現順に，事実関係，論
旨，判例の各要素ごとにまとめて出力する．

5 要約実験
5.1 実験の概要

判決文の要約生成における手がかり表現の利用可能
性を検証するための，予備実験として，平成 16年度の
最高裁判所の判決文 20文を対象に，提案手法を適用し
た．対象の判決文には，予め人手による要約を与え，こ
れを本実験の正解例とした．評価は，以下の式に基づ
き，精度と再現率で行った．精度，再現率は，それぞれ
以下の式で表される．

(精度) =
(正解例と一致した文数)

(生成された要約の総文数)



表 3: 重要文抽出ルール
要約要素 抽出ルール

(NOT 次のとおり) AND であった

事実関係 (NOT 次のとおり) AND した

(NOT 次のとおり) AND れた

論旨 論旨は AND である。

本件は AND である。

相当である

いうべきである

ことはできない

判例 こともできない

と解される

とはいえない

表 4: 実験結果
項目 精度 再現率

全体 97/246 (39.4%) 97/161 (60.2%)

事実関係 46/150 (30.7%) 46/84 (54.8%)

論旨 18/18 (100%) 18/20 (90.0%)

判例 33/78 (42.3%) 33/57 (57.9%)

(再現率) =
(正解例と一致した文数)

(正解例の総文数)

5.2 結果
実験結果を表4に示す．精度で39.4%，再現率で60.2%

となった．なお，要約要素への全体の分類精度は93.2%で
あった. 実験結果から，判決文の自動要約に対する手が
かり表現の利用可能性を確認した．ただし，評価結果に
は，各要素間で大きな差が生じた．

5.3 考察
本節では，精度，再現率共に十分な結果が得られな
かった事実関係，及び，判例における手がかり表現の利
用可能性を検証する．
　事実関係は，今回の実験で使用した重要文抽出ルー
ルでは，精度が悪く，要約に必要のない文を多く生成し
た．事実関係は，その裁判の内容に大きく依存し，記述
法に関しても，その事例についてただ書き記してあるだ
けである．この中から多くの判決文で使用可能な手がか
り表現による抽出ルールを作成するのは容易ではなく，
この手法の限界を示唆している．
　判例は，事実関係に比べると，若干良い結果が得ら
れたが，精度，再現率共に十分ではなかった．原因とし
ては以下の 2つが考えられる．1つは，要約要素への分
類の問題である．本実験では，判決文の理由を 4つの
要素に分類した．判例に分類されている内容を見ると，
判例以外のいわゆる傍論と言われている項目や原審の
判断が含まれているケースが多く，全体として判例に分

類される領域はかなり大きい．判例とは関係のない判
断を記述した文が間違った例として選択され，精度の低
下につながったと考えられる．判決文の理由を分類する
ときに，より多くの種類について分類する必要がある．
もう 1つは，重要文抽出の問題である．本実験で使用
した抽出ルールは，いずれも述語表現に関するルールで
あった．文頭，文中の接続詞や，参照法令などに着目し
たより細かいルールを設定することにより抽出精度の
向上が期待できる．また，より多くの要約例を生成し，
そこから統計データを得て新たにルールを作成するこ
とにより再現率の向上が期待できる．

6 おわりに
本稿では，日本語判決文の自動要約手法を提案した．
本研究における判決文の要約を，判例を理解するとき
に必要とする項目に着目し，事実関係，論旨，判例の 3
要素で定義した．判決文の理由を段落単位に分割し，手
がかり表現に基づく要約要素分類を行った．各要約要素
に特有な手がかり表現を用いて，重要文抽出を行い，要
約を生成した．予備実験の結果，論旨に対する手がかり
表現の利用可能性を確認した．
　今後の課題としては，事実関係に対する重要文抽出手
法の考案と判例に対する手がかり表現の更なる適用が
考えられる．また，判決文の要約としての質の向上を目
指し，利用者として想定する専門家の意見を集約する必
要がある．
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